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	本日９時30分から執行部、現評、青婦部の交渉団が参加し副町長交渉を行います。

２日からの支会別討論会では、「住居手当の支給は将来も維持してほしい」「職員住宅の修繕はＨ23年度予算からしっかり計上してほしい」、「職員採用は有資格者の採用も積極的に」「行政経営推進室、事務事業外部委託検討委員会の検討状況の報告を」、「臨時職員の身分、賃
	金など処遇の改善を」「管理職はグループリーダーとして責任を果たしていない」、「希望人事に関する回答と町長からのメールは違うのでは」、「特別職の給与見直しは不満」など、皆さんから具体的な不満や要求を集約しています！

皆さんから頂いた意見を副町長・町長交渉にしっかり反映します！





	財政担当の横山智さんが、自治労北海道本部が主催する「自治体財政セミナー」に参加しました。横山さんから報告をいただきましたので、今回はその内容をお伝えします!!

新年度予算編成が一区切りついた2月12日、「2010年度道本部自治体財政セミナー」が開催され出席した。会場には各単組の役員や財政担当者、組織内議員と思われる方々らが集まった。

冒頭、杉谷副委員長から「１兆円以上の地方交付税増額は自治労の取り組みの成果」、「地方公営企業会計の見直しによる制度改正は、誤った方向にならないよう意見反映を行う」、「今後も自治体財政確立に向け運動展開をしていく」と組合らしい挨拶。

講演では、地方自治総合研究所研究員の高木健二さんが『2010年度地方財政対策』と題し、「新政権になり『コンクリートから人へ』と、
	公共事業の削減、子ども手当や高校無償化などを重点とした予算編成に。そして地方交付税の増額、臨時財政対策債の発行で地財計画が策定された。今後、財源が課題」と指摘した。

また、同研究員の菅原敏夫さんは『地方公営企業会計の見直し』と題し、「地方公営企業会計が民間企業会計に準じた見直しがされると様々な影響が出る。全国37万人の地方公営企業労働者のうち23万人が病院勤務。北海道の自治体病院の多くは赤字経営であり大きな課題になる」と指摘した。

最後に、駒井自治体政策部長が、「今回のセミナーには、多くの議員が参加した。地方公営企業会計の制度見直しについて議論して頂き、国へ声を上げていってほしい」と提起した。

機会があれば、さらに詳しく報告をしたいと思っている。　　　　　　　　（横山　智）


	





	　　　　



	


	前回の吉澤事務局長からの意見に大島副大臣の見解は！？

（1）われわれとしても、今回の法案はあくまでも第一歩。公務における適切なマネージメントを強化するという観点から、労働基本権問題は最も重要な課題と認識しており、労使関係制度検討委員会の報告書も参考にしつつ、その解決に誠意を持って対応したい。

（2）ＩＬＯの累次の勧告について十分承知しているが、今回の法案附則の基本的な方向性については、皆さんとそれほど大きな隔たりがあるとは考えていない。

（3）基本法で、内閣人事局に関するものを除き、法制上の措置は施工後3年以内（23年6月まで）を目途とし、自律的労使関係制度についても加速して提出できるよう努力したい。

との回答を得ました。回答に対し、吉澤事務局長は、「「できるだけ早い時期」との意味は本
	年秋までに具体的な姿が明らかになるよう努力する意志と理解する」との認識を示した上で、さらに定年延長に係わる課題について「天下りの全面的禁止に対応した新たな人事・退職管理の方向性を明確にし、複線型人事制度への切り換えや雇用と年金を接続する65歳までの定年延長について、政府の高齢者雇用施策として確立してもらいたい」として、政府としての定年延長という方針を固めるよう要請しました。

　その要請に対し大島副大臣は「鳩山内閣においては、天下り・わたりのあっせんを全面的に禁止したところであり、公務員が天下りをせず定年まで勤務できる環境を整備することは重要な課題であると考えている。具体的な内容については、「新たな公務員制度」の議論の一環として、速やかに検討を進めたい。定年延長についても重要な課題であり、検討を進めていきたい。」との考えを示しました。

※次回は、加藤書記次長が参加した全国町村職総決起集会に伴う総務省要請を報告






■打電の取り組み（１～２月）自治労や連合の提起により町職として取り組みました。


① 米海軍揚陸指揮艦「ブルーリッジ」の小樽港寄港に反対　１月２１日


　　　打電先：北海道知事、小樽市長、在札米国総領事


② 苫小牧市給与独自削減継続提案に対する抗議　２月１日　　打電先：苫小牧市長


③ 北海道での原子力発電所からの核廃棄物処分事業説明会開催への抗議　２月１日


打電先：経産省資源エネルギー庁


■署名の取り組み（１～２月）皆さんのご協力、ありがとうございました。


① 富山県氷見市・金沢医科大学に対する採用差別訴訟で公正な判決を求める要請署名　


　　　ご協力：１１１名











